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感謝状贈呈

迫幸治・沖縄県本部長 原嶋和利・理事長 宮城理・沖縄県建設都市統括監

赤嶺剛・沖縄県本部組織委員長

　沖縄県本部設立当初から多大な貢献
をいただきました2名の方、松永幸久様、
沢田光泰様に、迫幸治沖縄県本部長よ
り感謝状と記念品の贈呈をいたしました。
　お二人からは、「この10年間平坦な道
のりではなかった。沖縄県本部役員をは
じめ会員の皆様のご協力のもと、全国で
も活気のある県として、立派に成長してい
る」とご挨拶をいただきました。
（写真中央：松永幸久氏　左：沢田光泰氏）
　式典閉会の辞として、平川浩・沖縄県
本部組織副委員長より挨拶を行い、式
典を締めくくりました。

　3月3日（木）、那覇市内のホテルにて「創立10周
年記念式典・祝賀会」を開催しました。
　沖縄県本部は、平成18年3月に設立総会を開催し、
会員数36社からのスタートでした。昨年10月に開催
した「第51回全国不動産会議沖縄県大会」に向け
会員数200社超の目標を達成し、現在264会員となっ
ています。
　式典当日は、県内外から会員の皆様を始め約100
名の方々にご参加いただきました。
　赤嶺剛・沖縄県本部組織委員長の開会挨拶の
後、沖縄県本部にご尽力を賜りました物故者の会員
の方々のご冥福をお祈りし、全員で黙祷をささげました。続いて、迫幸治・沖縄県本部長が設立前の経緯を語り「今後も
沖縄県本部会員・役員一同力を合わせ、不動産業界の向上・社会貢献へと取り組んでいく」と挨拶を行いました。原嶋
理事長の挨拶では、「沖縄県との災害時における民間賃貸住宅の被災者への提供に関する協定締結、宅地建物取引士
法定講習会の実施など、行政や関係機関との連携を図り、公益法人としての使命と役割を果たし感謝を申し上げる」と述べ、
「世界のHUB（ハブ）として今後の経済発展が期待される沖縄県を始め、県民に愛される不動産業者団体として一層のご
発展を祈念する」とお祝いのお言葉をいただきました。来賓の翁長雄志沖縄県知事代理の宮城理・建設都市統括監の
挨拶の後、祝電が紹介されました。

（公社）全日本不動産協会沖縄県本部（公社）不動産保証協会沖縄県本部

創立10周年 記念式典・祝賀会創立10周年 記念式典・祝賀会

平川浩・沖縄県本部組織副委員長
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記念祝賀会

懇親会

会場内では名刺交換も活発に行われました。

　迫幸治・沖縄県本部長の開会挨拶により、祝賀会が始まりました。
　森幸一・全日本不動産協会組織委員長による乾杯挨拶の後、アトラクション第一部として、中国の古典劇に伝わる
一瞬で面を変える演技「変面」をお届けいたしました。
　一子相伝の秘伝とされた「変面」の技術は、中国では第一級国家機密として守られています。演技を披露していただ
いたのは、林美伶さん（芸名：龍　吟天（リュウ　ギンテン）様）と今回の式典・祝賀会の為にはるばる中国からお越し
頂いた師匠の游　傑森（ユウ　チェスン）様。華麗なる「変面」の技術に、会場は大いに盛り上がりました。

波平忠敏・沖縄県副本部長の閉会の辞により、沖縄県本部創立10周年記念式典・祝賀会は盛会のうちに幕を閉じました。
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委員会活動報告
◆忘年会
　平成27年12月11日（金）那覇市内のホテルにて忘年会
を開催。今年は、県本部の各研修会皆出席者5名の皆様
へ表彰を行いました。また、豪華景品が当たる抽選会や、
全員参加のじゃんけん大会など大盛況でした！会員の皆様、
景品提供並びにご参加ありがとうございました。

◆宅地建物取引士法定講習
　「宅地建物取引士証」の
更新時の法定講習実施団
体として、平成27年3月に
沖縄県より指定承認を受
領し、平成28 年1月28日
に、講習会を実施いたしま
した。
　「宅地建物取引主任者」
が「宅地建物取引士」に名称変更され、「宅地建物取引主
任者証」は「宅地建物取引士証」となり、平成27年4月1
日以降に実施される法定講習を受講した方から「宅地建物
取引士証」が交付されます。新カリキュラムとして「宅地建
物取引士の使命と役割」の講習科目も追加されました。

◆不動産業開業支援セミナー
　平成2８年3月１８日（金）浦添市にて「開業支援セミナー」
を開催いたしました。
　不動産業に興味がある方・開業をお考えの方に向け、不
動産業の実務「賃貸・売買業務の流れ」について沖縄県本
部の役員が講師として、実例を交え講義を行いました。
　また、全日業務支援ツールとして、パソコン操作が苦手な
方でも簡単に操作ができる契約書作成システム「Z・brain.
NET」や、専門家による無料相談システム、１００種類以
上の不動産書式ダウンロードサービスなどをご紹介いたしま
した。
　セミナー終了後の「個別相談会」では、「開業後の営業
方法は？」、「資金の準備について」など受講者からの質問
があり、質疑応答も活発に行われました。

11月  �
 4 日 ��組織委員会
 6 日 �九州不動産公正取引協議会
11日 �第4回組織委員会　
12日 �総務会

	  理事会
14日 �総本部総務委員会
19日 �法定研修会

	  名護無料相談会
20日 �不動産業開業セミナー
26日 �苦情処理研修会

12月  �
 1 日 �西日本ﾚｲﾝｽﾞ研修会
 2 日 取引相談
 3 日 �組織委員会
 4 日 �総本部　理事会

	  総務会
 7 日 �取引相談委員会
11日 �忘年会　沖縄県本部

	  取引相談
15日 �取引相談
17日 �月次・上半期監査
18日 九州不動産公正取引協議会

21日 �役員事務員合同研修会
22日 �取引相談委員会
25日 �取引相談委員会

1月  ��
 7 日 �組織委員会

	  総務会
15日 賀詞交換会
19日 �理事会
25日 �対策委員会
28日 �宅地建物取引士法定講習会

2月  ��
 5 日 �沖縄県公正取引協議会
16日 �組織委員会
26日 �九州沖縄地区協議会正副

　会長会議・流通会議

3月  �
 3 日 �沖縄県本部１０周年記念式典
15日 �総本部　理事会
18日 �不動産業開業セミナー

理事会及び各委員会の動き（平成27年11月～28年3月）
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株式会社 ＧＬ・ＺＥＲＯ
代表者：下地　盛広

取引士：新城　恵子

住　所：豊見城市名嘉地333

TEL：098 -851-350 0

FAX：098 -851-3501

合同会社 ジェネシス
代表者：エドワーズ　マイケル　レイ

取引士：上原　康人

住　所：沖縄市園田1-2-13　ｻﾆｰﾏﾝｼｮﾝ101

TEL：098 -989 -8071

FAX：098 -989 -7885

株式会社 スクエア
代表者：高柳　仁

取引士：渡邊　奈菜

住　所：宮古島市平良字下里1536 -3

　ｽｸｴｱﾋﾞﾙ1-B

TEL：0980 -72-6930

FAX：0980 -79 -5035

株式会社 ユウシン企画
代表者：當銘　由隆

取引士：當銘　由隆

住　所：うるま市字田場1079 -1

TEL：098 -989 -3162

FAX：098 -989 -3163

株式会社 アクトハウス
代表者：安谷屋たつ美

取引士：高澤　岬

住　所：うるま市字大田580 -1

　ﾊｳｼﾞﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽｸﾞﾘｰﾝﾋﾙ1-102

TEL：098 -979 -2477

FAX：098 -979 -2478

沖縄セブンスターズ
代表者：城間　康

取引士：城間　康

住　所：浦添市伊祖2-20 -5

TEL：098 -917-6407

FAX：098 -917-6408

Loco House Real Estate
代表者：大槻　健

取引士：大槻　健

住　所：読谷村字波平2192-5

TEL：098 -851-4188

New Member
株式会社 松並
代表者：比嘉　滋

取引士：比嘉　滋

住　所：宜野湾市普天間2-1-6

TEL：098 -892-7722

FAX：098 -892-7733

丸越不動産
代表者：越智　悌

取引士：越智　悌

住　所：八重瀬町字屋宜原23 -61

TEL：098 -998 -2997

FAX：098 -995 -8887

株式会社 ヒカリ不動産
代表者：松田　利之

取引士：松田　利之

住　所：浦添市勢理客1-25 -16

TEL：098 -988 -1672

FAX：098 -988 -1673

株式会社 Ｉ・Ｅ不動産
代表者：松本　直樹

取引士：松本　直樹

住　所：沖縄市知花1-26 -12

TEL：098 -963 -4233

FAX：098 -963 -6063

株式会社 ＣＯＣＯＳｔｙｌｅ
代表者：花城　卓二

取引士：花城　卓二

住　所：那覇市松川1-8 -12　2F

TEL：098 -943 -3148

ＯＫ不動産開発株式会社
代表者：照屋　健吉

取引士：照屋　健吉

住　所：那覇市字安謝617-192

　沖縄管財ビル407

TEL：098 -868 -8802

FAX：098 -868 -8802

合同会社 琉球ライズ
代表者：指宿　美香

取引士：喜久本　朝夫

住　所：うるま市字喜屋武273 -2　3F

TEL：098 -923 -2017

FAX：098 -923 -2018

株式会社 ＥＩＫＡＮ
代表者：塩川　泰樹

取引士：比嘉　勇次

住　所：宜野湾市野嵩2-2-6

TEL：098 -988 -1921

FAX：098 -988 -1931

株式会社 ルネサンス
代表者：與那覇　博樹

取引士：與那覇　昭

住　所：宜野湾市真志喜1-8 -1

TEL：098 -898 -1877

株式会社 スイートホーム
代表者：伊是名　武

取引士：伊是名　武

住　所：那覇市天久2-29 -3

　ﾀｰﾄﾙﾏﾝｼｮﾝQ202

TEL：098 -941-1205

FAX：098 -941-1206

テクノ開発株式会社
代表者：名嘉　康子

取引士：名嘉　徳秀

住　所：那覇市曙2-9 -6　曙ビル201

TEL：098 -963 -9167

FAX：098 -963 -9167

株式会社 沖縄ゴールデンファーム
代表者：小渡　圭子

取引士：小渡　圭子

住　所：那覇市久茂地3 -15 -18

　ﾛｲﾔﾙﾏﾝｼｮﾝ久茂地 601

TEL：098 -943 -1505

FAX：098 -943 -1501

株式会社 ビイックス
代表者：新垣　哲夫

取引士：比嘉　安明

住　所：宜野湾市大謝名2-28 -5

TEL：098 -943 -1265

FAX：098 -943 -1267
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第1　はじめに

　前回は、時効制度の趣旨、時効の援用、除斥期間
そして公債権の時効援用について解説しました。
　今回は、消滅時効の期間、時効援用権者の範囲に
ついて解説いたします。

第2　消滅時効期間

１.はじめに
　消滅時効期間の定めは、民法、商法、地方自治法
などにありますが、個別の法律により認められる権
利については当該法律に消滅時効期間が規定され
ている場合もあります。

2.民法における消滅時効期間その１（債権一般）
（1）民法167条
　民法167条は、「債権は、十年間行使しないときは、
消滅する」と規定しており、債権の消滅時効期間は
原則として10年間とされています。
　後述のとおり、民法における短期消滅時効、商
事債権など別個に定めがない債権については、民
法167条に基づき消滅時効期間は10年となります。

（2）民法上の短期消滅時効制度
　民法は168条から174条にかけて、民法167条の
例外として消滅時効期間の規定を設けています。
　個別の条文を説明すると長くなるので重要と思
われるものだけ説明します。

①169条　定期給付債権の短期消滅時効
　年又はこれより短い期間によって定めた金銭そ
の他の給付を目的とする債権の消滅時効期間は5年
とされています。アパート/借家の家賃債権の消滅
時効期間は、この条文により5年間とされます。

②170条2号　請負工事代金債権の短期消滅時効
　170条2号は、工事の設計、施工又は監理を業と
する者の工事による債権の消滅時効期間を3年間と
して規定しています。いわゆる請負工事債権はこの
条文により消滅時効期間は3年間とされます。

③173条1号　売却代金、制作代金の短期消滅時効
　173条1号は、生産者、卸売商人、小売商人が売
却した産物又は商品の代価にかかる債権の消滅時
効期間を2年と規定しています。
　したがって、卸業者の商品販売代金や小売業者の
商品販売代金は2年間の消滅時効期間に服すること
になります。

④174条4号
　174条4号は、料理店、飲食店の飲食料は1年の
短期時効制度に服する旨規定しています。

⑤174条の2
　174条の2は、確定判決により確定した権利の消
滅時効期間を10年と定めています。消滅時効期間
が短い債権であっても判決で認められ確定した場
合には消滅時効期間は10年となります。裁判上の
和解や調停で権利が認められた場合も同様です。

3.民法における消滅時効期間その2（不法行為）
　民法724条は、「不法行為による損害賠償の請求
権は、被害者又はその法定代理人が損害及び加害者
を知った時から3年間行使しないときは、時効によっ
て消滅する。不法行為の時から20年を経過したと
きも、同様とする」旨規定しています。
　不法行為の消滅時効は、損害及び加害者を知った
時から3年ということになります。不法行為の時か
ら20年という規定は除斥期間であり消滅時効の規
定ではありません。

4.民法における消滅時効期間その3（相続関係）
（1）遺留分減殺請求権
　遺留分とは相続人に留保された相続分であり、被
相続人が生前贈与若しくは遺言により財産を贈与
した場合でも、当該相続人は留保された相続分の取
り戻しが認められます。これを遺留分減殺請求権と
いいます。
　遺留分減殺請求権は、相続の開始及び減殺すべき
贈与又は遺贈があったことを知った日から1年間の
消滅時効期間に服します。
　なお、相続開始から10年経過すると遺留分減殺
請求権を行使できなくなりますが、これは除斥期間
です。

第15回目
時効制度について（その２）
ふじ法律事務所

（公社）全日本不動産協会沖縄県本部

レクチャーLecture
不動産事業所
職員のための
法律講座

所在地：沖縄市知花1-26-3 銘苅ビル3階
TEL：098-938-7370
営業時間：9 ～ 18時（※お問い合せは24時間受付）
URL：http://www.fuji-law.com/

事
務
所顧問弁護士　 藤田 雄士

ふじた　ゆうじ
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5.商法上の債権
　商法522条は商行為によって生じた債権の消滅時
効を5年間と定めています。
　商行為が何かという説明を始めると長くなりま
すが、法人格を有する会社がその事業としてする行
為及びその事業のためにする行為は、商行為とする

（会社法5条）という規定がありますので、会社との
取引は取引の相手方が個人であったとしても、商行
為によって生じた債権として消滅時効期間は5年と
なります。
　貸金についても、個人間の貸金の消滅時効期間は
原則10年（民法167条）ですが、株式会社である銀
行の貸金債権の消滅時効期間は5年になります。
　一方、信用金庫や住宅金融公庫などは商人ではな
いとされていますので、その貸金債権の消滅時効は
原則10年ですが、この場合でも、例えば借主が商
人であり事業資金として借り入れをする場合には、
商法522条が適用されます。
　会社の債権は常に5年というわけではなく、会
社が請け負った工事の請負工事債権は、民法170
条2号のより短い消滅時効期間である3年が適用さ
れます。

6.地方自治法の債権
　地方自治法は、「金銭の給付を目的とする普通地
方公共団体の権利は、時効に関し他の法律に定めが
あるものを除くほか、5年間これを行なわないとき
は、時効により消滅する。」（236条）旨定めています。
前回説明したとおり、地方自治体の債権には、私債
権と公債権がありますが、地方自治法236条の適用
があるのは公債権のうち、発生原因となった特別法
等に消滅時効の規定がない権利が対象です。地方税
法、国民健康法、土地改良法、道路法など個別の法
律に消滅時効の規定がある場合にはその規定が優
先します。
　地方自治体が売買契約を締結し、又は金銭消費貸
借契約を締結した場合における当該債権の消滅時
効期間は民法に基づき判断されます。

7.労働債権
（1）賃金債権の消滅時効期間は2年です。

（2）一方、退職金の消滅時効期間は5年です。（労働
基準法115条）

（3）災害補償給付金、解雇予告手当給付金など、労
働基準法に基づき発生する請求権の消滅時効期間
も2年間です。

（4）安全配慮義務違反による損害賠償など、民法に
基づき発生する請求権は民法の消滅時効期間の規
定により判断されます。

第3　債権法改正による消滅時効の規定

　民法の債権に関する規定については、近く大幅な
改正が予定されています。このうち、消滅時効に関
する規定は以下のとおり改正される見込みです。

1.166条（債権等の消滅時効）
　債権は、次に掲げる場合には、時効によって消滅
する。

（一） 債権者が権利を行使することができることを
知った時から5年間行使しないとき。

（二） 権利を行使することができる時から10年間行
使しないとき。

2.第724条（不法行為による損害賠償請求権の消
滅時効）
 不法行為による損害賠償の請求権は、次に掲げる
場合には、時効によって消滅する。

（一）被害者又はその法定代理人が損害及び加害者を
知った時から3年間行使しないとき。

（二）不法行為の時から20年間行使しないとき。

3 .第724条の2
（人の生命又は身体を害する不法行為による損害賠
償請求権の消滅時効）
 人の生命又は身体を害する不法行為による損害賠
償請求権の消滅時効に　ついての前条第1号の規定
の適用については、同号中「3年間」とあるのは、「5
年間」とする。

4.改正の概要
　債権の消滅時効は基本的に権利が可能なことを
知った時から5年、権利行使が可能な時から5年に
統一され、民法170乃至174条の職業別短期消滅時
効に関する規定はすべて廃止されることになりま
した。
　不法行為については、基本的に3年の消滅時効期間
を維持しつつ、生命身体に対する損害については他
の債権と同様に消滅時効期間を5年としております。
　また、不法行為時から20年の期間については、
従前除斥期間とされていましたが、今回の改正では
消滅時効期間として取り扱うことになりました。
　また、消滅時効期間が基本的に5年に統一される
ことにより商法の消滅時効の規定（5年）が廃止され
ることになりました。

第4　最後に

　消滅時効期間は多岐に及びますので正確な理解
が求められます。
　次回は、その他時効を巡る問題点について解説し
たいと思います。
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　&　  土地建物を一括購入（譲渡）した
場合の区分について ～確定申告で間違いや
すいケース～
鈴木和子税理士事務所

レクチャーLecture
不動産事業所
職員のための
会計と税務講座

所在地：那覇市壺川1-1-15 アルファビル202
TEL：098-835-9270
URL：http://www.tkcnf.com/ksuzuki/pc/

事
務
所

所長　 鈴木  和子
すずき　かずこ

Q A

必ずしも区分記載は義務ではありませんが、次の理由により、契約当事者は区分する必要性が生じてきます。

①（印紙税）建物に係る代金や消費税額の記載がある場合、税抜契約金額を基準に印紙税が決定されますので、
区分した方が契約当事者双方に有利になる場合があります。

②（消費税）

【売り手】
・	消費税の課税事業者である場合、建物譲渡価額が高いと消費税の納税額が高額になります。
・	消費税の課税事業者である場合、土地譲渡価額が高額だと、課税売上割合の比率が下がり、1年間に支払っ
た経費や設備に係る消費税額の控除割合が下がり、消費税の納税額が結果的に高くなる可能性があります。

＊いずれにしても、区分する場合には、事前に消費税の納税額予想を試算されることをお勧めします。

【買い手】
・	消費税の課税事業者は、必ず契約金額を土地取得費（非課税）と建物取得費（課税仕入）に区分する必要が
あり、建物に係る消費税額は、課税仕入として一定の金額が控除されますので、建物取得費が高い場合には、
消費税申告時の納税額が下がる可能性があります。

③（所得税・住民税）

【売り手】
・	土地の譲渡利益、建物の譲渡利益を区分して計算する必要があるため、契約書に記載が無くても必ず土地
代・建物代の区分をしなければなりません。

・	譲渡利益の計算方法は次のとおりです。

（土地）土地代（収入）-（その土地の取得費＋売却経費）
（建物）建物代（収入）-（その建物の取得費-売却時までの減価償却費相当額＋売却経費）

＊それぞれの利益が少ない方が、所得税・住民税の負担が軽減されます。

【買い手】
・	今回取得した土地建物を将来譲渡する場合、建物取得費を高くしておいても建物の譲渡利益計算上、減価
償却費相当額分将来の取得費が減少しますので譲渡利益が出やすくなり、将来の譲渡時の税金が高くなる
可能性があります。

土地建物を売買することになりました。総額は合意していますが、契約書には土地代・建物
代の区分する必要はありますか？Q1

A
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①　売買時の通常の取引価額
②　土地については、公示価格又は近隣の売買実例価額を当該土地の条件で補正したもの
（合理的に説明できる資料を揃えておきましょう）
③　不動産鑑定士による鑑定評価額
④　路線価等を使用した相続税評価額又はそれを基礎とした合理的な計算方法
⑤　固定資産税評価額又はそれを基礎とした合理的な計算方法
⑥　建物の簡便な評価方法としては、国税庁の「譲渡所得の申告のしかた」に公開されている「建物の標準
的な価額表」を元に計算したもの

※個別の判断については税務署の「税務相談室」や税理士にご相談ください。

土 地・建 物はどのような基 準で区分すべきでしょうか？Q2

時価により区分しますが、時価は答えが一つではなく、次のような方法が考えられます。最も事案に近く、客観的に
誰もが納得しやすい方法で区分されるとよいでしょう。A

★★　まとめ
①　時価は税法の中でも最も答えを出しにくいものの一つですが、複数の方法で評価してみて、土地・
建物の価額として決定した経緯を資料として残しておきましょう。

②　土地あるいは建物のいずれかの時価と思われる金額をまず算定し、取引総額からその金額を控
除した残額を残りの土地あるいは建物の時価と仮定した場合、極端に相場とかけ離れている場
合には合理的に調整して土地・建物の価額を決定しましょう。

★★　まとめ
①　事業者（買い手・売り手）は必ず土地・建物の区分が必要ですので、各税金の有利不利を検討して、
合理的な金額を契約内容に反映されるとよいでしょう。

②　一般の方は、購入時と将来の売却時の損得を試算されておくとよいでしょう。

・	事業者が土地・建物を取得する場合、建物の取得費は減価償却資産の取得費となります。建物取得費が高
いと、減価償却費の額も高くなり、経費に算入されますので、毎年の所得を下げることに貢献します。
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全国47都道府県をカバーしている（公社）全日本不動産協会だから将来の事業展開も安心です！

詳細はweb、または（公社）全日本不動産協会沖縄県本部までご連絡下さい。

キャンペーン期間中なら入会費用の
負担を軽くして独立開業！

20万円
の負担軽減

【開業までの流れ】

入会書類は直接お渡しの他、
郵送・宅配等（送料不要）でも
お送りできます。

入会のご案内

県庁へ
「免許申請」

協会事務局相談

審　査

入会審査

免許番号
の通知

承　認協会への
加入申込

入会金・年会費
等の入金

弁済業務保証金
分担金納付書の発行

開業指導・相談 免許証の交付営業開始

（あなた）

開業予定者

入会諸費用20万円減額中!! 平成28年
9月30日まで

開業キャンペーン

あなたの開業計画を（公社）全日本不動産協会沖縄県本部がサポートします


